様式第４号－４
                                                    　　　 　　年 　　月 　　日
介護医療院増床・改修計画書
      　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　住 所
              　　　　　　　　　　　　　　　 法人名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者氏名                  
                                             電 話
            　　　　　　　　　　　　　　　　   
　下記の介護医療院の増床・改修を計画したいので、関係書類を添えて提出します。
記
１　既存施設及び増床・改修計画の概要
	施設名
	

	所在地
	

	開設許可
	  　　　　　　年　　　月　　　日

	形　式
	現行定員
	増 加 定 員
	計
	療　養　床

	ユニット
	 　　　　人
	 　　　　人
	 　　　　　　 人
	Ⅰ型　　　人→　　　人

	従来型
	 　　　　人
	 　　　　人
	 　　　　　   人
	Ⅱ型　　　人→　　　人

	総　計
	 　　　　人
	 　　　　人
	 　　　　　   人
	  　 　　

	併設施設
	


２　事 業 費
	総事業費
	         千円
	建築費
	         千円
	設備（備品）費
	        千円
	用地費
	       千円
	

	
	設計監理費
	         千円
	2/12以上
	        千円
	法人事務費
	       千円
	


３　整備内容
	増　　築
	　　       造　　階建 　 延べ床面積         　 ㎡

	改　　修
	　　       造　　階建  　階部分　延べ床面積　　       　㎡（現状　　　 ㎡）

	そ の 他
	  方 法（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


４　設置運営主体
	 名　　　　称
	

	 法人格許可年月日
	 　昭和・平成・令和　　　年　　　月　　　日

	 理事長氏名（職業）
	     　　　　　　　                （　　　　　　　　）

	 法人所在地
	

	 社会福祉法人の場合
	公 益 事 業　

	厚生労働大臣が定める者(平成30年3月30日厚生労働省告示第181号)
	1号　2号　3号　4号　5号　6号　7号　8号　9号　10号　11号　

※該当する号に○を付すこと


５　協力医療機関
	
	
	医療機関名
	所　在　地
	診　療　科　目
	施設からの距離
	

	
	医　科
	
	
	           （　　床）
	      ｍ
	

	
	歯　科
	
	
	
	      ｍ
	


６　用地関係（該当する場合）
	用地取得の状況
	 取得済（ 所有権 ・ 賃貸借 ・ 地上権 ・ その他 (　  　　  )）

	
	 未取得　交渉中（契約予定：　　　　年　　月　　日頃）
 　　　　未交渉

	面積
	実測　　　　㎡（登記簿　　　　㎡）
	地目
	登記簿　　　 （現況　　　）

	 都市計画法上の規制
	都市計画区域（市街化区域・市街化調整区域）・都市計画区域外・非線引き区域
	用途

地域
	

	 農地法関係の規制
	 農業振興地域（ 農用地・農用地以外 ）・ 農業振興地域外

	 建築基準法上の規制
	 建ぺい率　　　　％　　容積率　　　　％

	 その他法令上の制限
	当該法令上の規制に係る事項

	
	法令の名称
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


７　予定時期
	建築予定
	着工：　　　　年　　月　　日頃
	竣工：　　　　年　　月　　日頃

	
	
	開始：　　　　年　　月　　日頃


８　既交付の補助（施設整備分のみ）
	補助金の名称
	金額（うち加算の名称及び額）
	交付年度

	
	    　　千円（ 認知症老人 ･ 専門棟加算　　　　　　　　千円）
	

	
	        千円（ 認知症老人 ･ 専門棟加算　　　　　　　　千円）
	


９　増床・改修の目的
	


10　工事期間中の入所者の処遇について
	


＜記入要領＞
１　この用紙は、日本産業規格Ａ列４番とすること。
２　字は墨、インク等を用い、楷書ではっきり書くこと。
３　記入欄には以下のとおり記入すること。
（１）既存施設及び増床・改修計画の概要について
ア　施設名、所在地、開設許可は、それぞれ既存施設の名称、所在地、開設許可年　 月日を記入すること。
イ　現行定員、増加定員、計欄には、それぞれ既存施設の入所定員、増床希望数と　 その合計を記入すること。
（２）事業費について
ア　概算額を千円単位で記入すること。
イ　消費税込みの金額を記入すること。
（３）整備内容について
ア　既存建物に付属させて建設する場合は増築、既存建物の一部を改造して施設と　する場合は改修とし、その他の場合には（　）内に具体的に記入すること。
イ　増築の場合は建物構造、建物階数、延べ床面積を、改修の場合は既存建物の構　 造、階数、改修部分の階数、延べ床面積を記入するとともに、現状を（　）内に　 記入すること。
（４）設置運営主体
ア　既存施設の設置運営主体につき必要事項を記入すること。　
    イ　理事長については、（　　）内に職業を具体的に記入すること。
ウ　社会福祉法人の場合には、既存施設を公益事業として実施しているのか、第２　 種社会福祉事業として実施しているのか、該当する方を○で囲むこと。
（５）協力医療機関
ア　協力医療機関である医科、歯科医療機関について記入すること。
    イ　医科医療機関については、現在の診療科目、病床数を記入すること。
ウ　施設からの距離は、施設開設予定地からの通常の道程距離を記入すること。
（６）用地関係について（該当する場合）
ア　用地の取得状況を○で囲むこと。
イ　地目は登記簿上の地目と現況地目を記入すること。
ウ　建設用地について、当該予定地の都市計画法、農地法・農振法、建築基準法上　 及びその他の関係法令上の規制を○印で囲むこと。
（７）予定時期について
　工期、開設時期について、現時点における予定・希望時期を記入すること。
（８）既に交付されている国庫補助金（施設整備分のみ）について
    ア  保健衛生施設等施設整備費国庫補助金、特別保健福祉事業費助成金、老人保健　　　  拠出金事業助成金の国庫補助うち、既に交付を受けているものについて記入する　　　  こと。
　　イ　認知症老人処遇加算、認知症専門棟加算等を受けている場合は、該当する加算　　　  の名称及び金額も併せて記入すること。
　　ウ　金額は満額で記入すること。
（９）増床・改修の目的について
      増床・改修の目的を具体的に記載すること。また、参考資料等あれば添付するこ　　   と。
（10）工事中の入所者の処遇について
ア　工事の騒音や振動等の程度、工期などを把握し、工事付近の入所を制限するな　 ど工事中の入所者に対する具体的な処遇計画を立てること。
イ　事前に入所者及びその家族等に対し十分な説明を行い、要望があれば適切に対　応すること。
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